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東アジア内での貿易総額に占める（各広域ブロックの）割合

25
％

【代表指標】

東アジア内での貿易総額に占める(各広域ブロックの)割合

戦略的目標１：東アジアとの円滑な交流・連携

サブ戦略的目標（１） ：東アジアネットワーク型の産業構造下における我が国産業の強化
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25東アジア内での貿易総額に占める(各広域ブロックの)割合

【指標の定義】
東アジア諸国の対東アジア貿易総額（各国の輸出総額）に占める
各広域ブロックの対東アジア貿易額（輸出入額）の割合
（日本の対東アジア貿易額(輸出入額)を各広域ブロックに按分）
単位：％
※東アジア：日本、中国、韓国、台湾、ＡＳＥＡＮ10、ロシア、
インド、オーストラリア、ニュージーランド

※ＩＭＦ「Direction of Trade」には台湾のデータは含まれない
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北海道 東北圏 首都圏 北陸圏

中部圏 近畿圏 中国圏 四国圏
九州圏 沖縄県 全国平均

※ＩＭＦ「Direction of Trade」には台湾のデータは含まれない

【データ出典】
東アジア域内：ＩＭＦ「Direction of Trade」
国内（広域ブロック別）：財務省「貿易統計」

【指標設定の視点】
経済・産業面での東アジアとの交流・連携状況

【モニタリング結果】
全国的には、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られる。
広域ブロック別では、平成20年（2008年）は対前年比で、北海道、東北圏、首都圏、北陸圏、近畿圏、中国圏、

四国圏、九州圏、沖縄県においては、進展していると見られるが、中部圏においては、進展していると見られない。

【指標の動向】

全国平均は、2001年以降減少傾向にあったが、2008年は対前年比で増加した。この背景として、2001年以降は、対東アジアの
貿易額（輸出入額）は増加していたにもかかわらず、東アジア内での貿易総額に占める割合としては減少していたが、2008年は
世界的な景気後退を受けて、他の東アジア諸国の貿易総額に占める割合が減少したため、東アジア内での貿易総額に占める割合
が相対的に増加したことが挙げられる。
広域ブロック別に見ると、北海道は、2002年以降減少傾向にあったが、2008年は対前年比で増加した。
東北圏は、2000年以降減少傾向にあったが、2008年は対前年比で増加した。
首都圏は、2001年以降減少傾向にあったが、2008年は対前年比で増加した。
北陸圏は、2002年以降減少傾向にあったが、2008年は対前年比で増加した。
中部圏は、2000年以降減少傾向にあり、2008年も対前年比で減少した。
近畿圏は、2000年以降減少傾向にあったが、2008年は対前年比で増加した。
中国圏は、2005年以降減少傾向にあったが、2008年は対前年比で増加した。

2008年

四国圏は、2002年以降減少傾向にあったが、2008年は対前年比で増加した。
九州圏は、2000年以降減少傾向にあったが、2008年は対前年比で増加した。
沖縄県は、2002年以降減少傾向にあったが、2008年は対前年比で増加した。
いずれの広域ブロックにおいても2000年頃からは減少傾向にあったが、対東アジアの貿易額（輸出入額）は増加傾向にあった。
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東アジア内での貿易総額に占める
（各広域ブロック）の割合
(%)

12%以上

9%以上 12%未満

6%以上 9%未満

3%以上 6%未満

3%未満

4.84.8
7.27.2

2.42.4

0.60.62.62.6

東アジア内での貿易総額に占める
（各広域ブロック）の割合
(%)

12%以上

9%以上 12%未満

6%以上 9%未満

3%以上 6%未満

3%未満

12.6

0.30.3

5.05.0
7.27.2

2.22.2

0.50.52.52.5



外国籍入国者に占める東アジア国籍入国者の割合

100
％

【代表指標】

外国籍入国者に占める東アジア国籍入国者の割合

サブ戦略的目標（２） ：東アジアの共通課題への取組、文化交流、人材育成

戦略的目標１：東アジアとの円滑な交流・連携
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100外国籍入国者に占める東アジア国籍入国者の割合

【指標の定義】
わが国への外国籍入国者のうち、東アジア国籍の入国者が占める
割合
単位：％
※広域ブロック毎の値は、入国審査の際に使用した空港、海港
の所在地で分類
※東アジア：中国、韓国、台湾、ＡＳＥＡＮ10、ロシア、インド、
オーストラリア、ニュージーランド
※法務省「出入国管理統計」からシンガポ ル マレ シア
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北海道 東北圏 首都圏 北陸圏
中部圏 近畿圏 中国圏 四国圏
九州圏 沖縄県 全国

※法務省「出入国管理統計」からシンガポール、マレーシア、
ブルネイ、ミャンマー、ラオス、カンボジアのデータは収集
できない

【データ出典】
法務省「出入国管理統計」

【指標設定の視点】
東アジアとの人的交流の状況

【モニタリング結果】
全国的には、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られる。
広域ブロック別では、平成20年（2008年）は対前年比で、東北圏、首都圏、九州圏、沖縄県においては、進展し

ていると見られるが、北海道、北陸圏、中部圏、近畿圏、中国圏、四国圏においては、進展していると見られない。

【指標の動向】

全国値は、1999年以降増加傾向にあり、2008年も対前年比で増加した。この背景として、1999年以降は、外国籍入国者及び
東アジア国籍入国者のいずれも増加傾向にあるが、東アジア国籍入国者の方がより増加していることが挙げられる。
広域ブロック別に見ると、北海道は、1999年以降増加傾向にあったが、2008年は対前年比で減少した。
東北圏は、1999年以降増加傾向にあり、2008年も対前年比で増加した。
首都圏は、2001年以降増加傾向にあり、2008年も対前年比で増加した。
北陸圏は、2000年以降増加傾向にあったが、2008年は対前年比で減少した。
中部圏は、2001年以降増加傾向にあったが、2008年は対前年比で減少した。
近畿圏は、1999年以降増加傾向にあったが、2008年は対前年比で減少した。
中国圏は、1999年以降増加傾向にあったが、2008年は対前年比で減少した。
四国圏は、1999年以降増加傾向にあったが、2008年は対前年比で減少した。
九州圏は、1999年以降増加傾向にあり、2008年も対前年比で増加した。

2008年

沖縄県は、2000年以降減少傾向にあったが、2008年は対前年比で増加した。減少傾向にあった2000年代前半は、東アジア国
籍の入国者数自体が減少していた。

全国 ： 73 5
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全国 ： 73.5
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外国籍入国者に占める
東アジア国籍入国者の割合
(%)

90%以上

80%以上 90%未満

70%以上 80%未満

60%以上 70%未満

60%未満

78.478.4
79.2

96.5

97.397.393.9

61.9
外国籍入国者に占める
東アジア国籍入国者の割合
(%)

90%以上

80%以上 90%未満

70%以上 80%未満

60%以上 70%未満

60%未満

98.698.6

78.478.4
79.7

96.796.7

97.797.7
93.6



「東アジア1日圏」人口割合

100
％

【代表指標】

「東アジア１日圏」人口割合

サブ戦略的目標（３） ：円滑な交流・連携のための国土基盤の形成

戦略的目標１：東アジアとの円滑な交流・連携
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100「東アジア１日圏」人口割合

【指標の定義】
東アジアのいずれかの主要都市へ出発した当日に到着して、一定
の用務を行うことが可能な日本の地域（市区町村単位）に居住す
る人口割合
単位：％
※上記が毎日可能な範囲（＝航空路が毎日就航）

【データ出典】
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中部圏 近畿圏 中国圏 四国圏
九州圏 沖縄県 全国

0

【データ出典】
航空ダイヤ：ＪＴＢ時刻表
都市圏域：国土交通省「総合交通分析システム（ＮＩＴＡＳ）」
人口：総務省「国勢調査」

国立社会保障・人口問題研究所「日本の市区町村別将来
推計人口」

【指標設定の視点】
東アジアの準域内化を促進する交通基盤の整備状況

【モニタリング結果】
全国的には、平成21年（2009年）は平成19年（2007年）と比較して進展していると見られる。
広域ブロック別では、平成21年（2009年）は平成19年（2007年）と比較して、東北圏、首都圏、中部圏、近畿圏、

中国圏、沖縄県においては、進展していると見られるが、北海道、北陸圏、四国圏、九州圏においては、進展して
いると見られない。

【指標の動向】

全国値は、2004年以降増加傾向にあり、2009年も2007年と比較して増加した。この背景として、新潟空港－仁川空港（ソウ全国値は、 年以降増加傾向にあり、 年も 年と比較して増加した。 の背景として、新潟空港 仁川空港（ソウ
ル）、岡山空港－仁川空港（ソウル）など、東アジアの都市との早い時間帯の航空便が増加したことにより東アジア1日圏が拡
大したことが挙げられる。
広域ブロック別に見ると、北海道は、2003年以降増加していない。
東北圏は、2004年以降増加傾向にあり、2009年も2007年と比較して増加した。
首都圏は、2004年以降十分に進展した状態で推移している。
北陸圏は、2004年以降増加傾向にあったが、2009年は2007年と比較して減少した。
中部圏は、2004年以降十分に進展した状態で推移している。
近畿圏は、2004年以降十分に進展した状態で推移している。
中国圏は、2004年以降増加傾向にあり、2007年以降は十分に進展した状態で推移している。

2009年

中国圏は、 年以降増加傾向にあり、 年以降は十分に進展した状態で推移して る。
四国圏は、2004年以降増加傾向にあったが、2009年は2007年と比較して減少した。
九州圏は、2004年以降増加傾向にあったが、2009年は2007年と比較して減少した。
沖縄県は、2004年以降増加傾向にあり、2009年も2007年と比較して増加した。

全国 ： 91 7

2007年

全国 ： 91.7

全国 ： 91.2
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59.559.5
90.690.6
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69.169.1

87.487.4

90.790.7
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99.999.9
「東アジア1日圏」人口割合
(%)

80%以上

60%以上 80%未満

40%以上 60%未満

20%以上 40%未満

20%未満

94.394.3

99.899.8
100.0100.0

99.699.6

97.497.497.697.6

99.999.9
「東アジア1日圏」人口割合
(%)

80%以上

60%以上 80%未満

40%以上 60%未満

20%以上 40%未満

20%未満

99.399.3
100.0100.0

99.699.6

91.991.997.497.4



現在の住生活に対する満足度

85
％【代表指標】

現在の住生活に対する満足度

サブ戦略的目標（１） ：持続可能で暮らしやすい都市圏の形成

戦略的目標２：持続可能な地域の形成
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現在の住生活に対する満足度

【指標の定義】
現在の住生活に対して満足している（「満足している」＋「ま
あ満足している」）人の割合
単位：％
※広域ブロックの境界が異なるため、内閣府で定義している分
類を使用

【データ出典】
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北海道 東北 関東

北陸 中部（東山・東海） 近畿

中国 四国 九州

沖縄（南九州） 全国

【データ出典】
内閣府「国民生活に関する世論調査」

【指標設定の視点】
地球環境や地域の大気環境に配慮した、安らぎや利便性のみな
らず活力や魅力あふれる都市づくりの状況

【モニタリング結果】
全国的には、平成21年（2009年）は平成19年（2007年）と比較して進展していると見られる。
広域ブロック別では、平成21年（2009年）は平成19年（2007年）と比較して、北海道、東北圏、首都圏、北陸圏、

中部圏、近畿圏、中国圏、四国圏、沖縄県においては、進展していると見られるが、九州圏においては、進展して
いると見られない。

【指標の動向】

全国値は、2005年以降増加傾向にあり、2009年も2007年と比較して増加した。2005年以降はいずれの広域ブロックにおいて全国値は、 年以降増加傾向にあり、 年も 年と比較して増加した。 年以降はいずれの広域ブ ックにおいて
も増加傾向にあったが、特に四国における増加が大きい。この背景として、四国では資産や所得、余暇生活に対して満足して
いるという回答も増加していたことが挙げられる。
広域ブロック別に見ると、北海道は、2007年以降増加傾向にあり、2009年も2007年と比較して増加した。
東北は、2006年以降増加傾向にあり、2009年も2007年と比較して増加した。
関東は、2006年以降増加傾向にあり、2009年も2007年と比較して増加した。
北陸は、2006年以降減少傾向にあったが、2009年は2007年と比較して増加した。
中部（東山・東海）は、2006年以降増加傾向にあり、2009年も2007年と比較して増加した。
近畿は、2006年以降増加傾向にあり、2009年も2007年と比較して増加した。
中国は、2006年以降増加傾向にあり、2009年も2007年と比較して増加した。

2009年

中国は、 年以降増加傾向にあり、 年も 年と比較して増加した。
四国は、2006年以降増加傾向にあり、2009年も2007年と比較して増加した。
九州は、2006年以降増加傾向にあったが、2009年は2007年と比較して減少した。
沖縄県（南九州）は、2006年以降増加傾向にあり、2009年も2007年と比較して増加した。

全国 ： 77 2

2007年

全国 ： 77.2

全国 ： 72.3

72.972.9

75.575.5

79.579.5

79 179 1 77 677 6

77.977.9
68.368.3

71.571.575.775.7

5

現在の住生活に対する満足度
(%)

80%以上

75%以上 80%未満

70%以上 75%未満

65%以上 70%未満

65%未満

78.978.9

79.179.1

76.676.675.675.6

77.677.6

76.676.6現在の住生活に対する満足度
(%)

80%以上

75%以上 80%未満

70%以上 75%未満

65%以上 70%未満

65%未満

69.669.6

73.973.9

71.171.1

68.868.875.775.7

71.471.4

74.474.4



地域資源活用事業数

30
件／百万人

【代表指標】

地域資源活用事業数

サブ戦略的目標（２） ：地域資源を活かした産業の活性化

戦略的目標２：持続可能な地域の形成

10

15

20

25

30地域資源活用事業数
【指標の定義】
地域資源を活用した（※）企業の事業計画数（ブロック内人口
当たり）
※地域資源：「中小企業による地域産業資源を活用した事業活
動の促進に関する法律」に基づき各都道府県が定めた以下の資
源のいずれかを示す。
①地域の特産物として相当程度認識されている「農林水産物」
又は「鉱工業品」
②地域の特産物として相当程度認識されている「鉱工業品」の
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北海道 東北圏 首都圏 北陸圏

中部圏 近畿圏 中国圏 四国圏
九州圏 沖縄県 全国

②地域の特産物として相当程度認識されている「鉱工業品」の
生産に係る技術
③地域の「観光資源」として相当程度認識されている文化財、
自然の風景地、 温泉等
単位：件数／百万人

【データ出典】
中小企業庁ホームページ「地域資源活用チャンネル」

【指標設定の視点】
地域資源を活用した産業の発生状況

【モニタリング結果】
全国的には、平成21年（2009年）は平成19年（2007年）と比較して進展していると見られる。
広域ブロック別では、平成21年（2009年）は平成19年（2007年）と比較して、いずれの広域ブロックにおいても

進展していると見られる。

【指標の動向】

全国値は、2009年は2007年と比較して増加した。いずれの広域ブロックにおいても増加しており、特に沖縄県、北陸圏及び全国値は、 年は 年と比較して増加した。いずれの広域ブ ックにおいても増加しており、特に沖縄県、北陸圏及び
四国圏の増加が大きい。
広域ブロック別に見ると、北海道は、2009年は2007年と比較して増加した。
東北圏は、2009年は2007年と比較して増加した。
首都圏は、2009年は2007年と比較して増加した。
北陸圏は、2009年は2007年と比較して増加した。
中部圏は、2009年は2007年と比較して増加した。
近畿圏は、2009年は2007年と比較して増加した。
中国圏は、2009年は2007年と比較して増加した。
四国圏は、2009年は2007年と比較して増加した。

2009年

四国圏は、 年は 年と比較して増加した。
九州圏は、2009年は2007年と比較して増加した。
沖縄県は、2009年は2007年と比較して増加した。

全国 ： 5 7

2007年
12.412.4

1.81.8

5.45.4

18.718.7

9 09 0

27.927.95.25.2

2.82.816.216.2

全国 ： 5.7

全国 ： 2.5

6

地域資源活用事業数
(件/百万人)

20以上

15以上 20未満

10以上 15未満

5以上 10未満

5未満

5.55.5
4.54.5

9.09.0

18.618.66.36.3

0.90.9
地域資源活用事業数
(件/百万人)

20以上

15以上 20未満

10以上 15未満

5以上 10未満

5未満

8.48.4

2.22.2
1.21.2

4.44.4

8.38.32.82.8



農林水産物の輸出額

2,500
億円【代表指標】

農林水産物の輸出額

サブ戦略的目標（３） ：美しく暮らしやすい農山漁村の形成と農林水産業の新たな展開

戦略的目標２：持続可能な地域の形成

500

1,000

1,500

2,000

農林水産物の輸出額

【指標の定義】
各広域ブロックからの農林水産物の輸出額
単位：億円
※広域ブロック毎の値は、輸出時の税関の所在地で分類

【データ出典】
財務省「貿易統計」
※農林水産物の品目：農林水産省「農林水産物の輸入・輸出に
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北海道 東北圏 首都圏 北陸圏
中部圏 近畿圏 中国圏 四国圏
九州圏 沖縄県 全国平均

※農林水産物の品目：農林水産省「農林水産物の輸入 輸出に
関する統計」 による分類を参考に集計

【指標設定の視点】
農山漁村の生活を支える農林水産業の競争力

【モニタリング結果】
全国的には、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られない。
広域ブロック別では、平成20年（2008年）は対前年比で、首都圏、北陸圏、中部圏、四国圏、九州圏においては、

進展していると見られるが、北海道、東北圏、近畿圏、中国圏、沖縄県においては、進展していると見られない。

【指標の動向】

全国平均は、2005年以降増加傾向にあったが、2008年は対前年比で減少した。この背景として、2005年以降は、特に農産物、
水産物の伸びが大きかったが、2008年は農産物は増加しているものの、水産物が減少に転じたことが挙げられる。
広域ブロック別に見ると、北海道は、2005年以降増加傾向にあったが、2008年は対前年比で減少した。
東北圏は、2005年以降増加傾向にあったが、2008年は対前年比で減少した。
首都圏は、2005年以降増加傾向にあり、2008年も対前年比で増加した。
北陸圏は、2005年以降増加傾向にあり、2008年も対前年比で増加した。
中部圏は、2005年以降増加傾向にあり、2008年も対前年比で増加した。
近畿圏は、2005年以降増加傾向にあったが、2008年は対前年比で減少した。
中国圏は、2005年以降増加傾向にあったが、2008年は対前年比で減少した。
四国圏は、2006年以降増加傾向にあり、2008年も対前年比で増加した。
九州圏は、2006年以降増加傾向にあり、2008年も対前年比で増加した。

2008年

沖縄県は、2005年以降増加傾向にあったが、2008年は対前年比で減少した。

全国平均 ： 508

2007年

386386

2202203838

全国平均 ： 508

全国平均 ： 523

283283

2 1152 115

214214

55

3131
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2,0932,093
農林水産物の輸出額
(億円)

800以上

600以上 800未満

400以上 600未満

200以上 400未満

200未満

33

387387
1,4641,464

241241

5656348348

(

4

2,1152,115
農林水産物の輸出額
(億円)

800以上

600以上 800未満

400以上 600未満

200以上 400未満

200未満

406406
1,4281,428

181181

6565350350

(

4



ブロック内地域間時間距離

3.0
時間【代表指標】

ブロック内地域間時間距離

サブ戦略的目標（４） ：地域間の交流・連携と地域への人の誘致・移動の促進

戦略的目標２：持続可能な地域の形成

0 5

1.0

1.5

2.0

2.5

ブロック内地域間時間距離

【指標の定義】
各広域ブロック内の各市区町村から広域ブロック中心都市への
移動に要する時間距離に発地市区町村の人口の重み付けをした値
単位：時間

【データ出典】
都市圏域：国土交通省「総合交通分析システム（ＮＩＴＡＳ）」
人口：総務省「国勢調査」
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北海道 東北圏 首都圏 北陸圏

中部圏 近畿圏 中国圏 四国圏

九州圏 沖縄県 全国平均

人口：総務省「国勢調査」
国立社会保障・人口問題研究所「日本の市区町村別将来
推計人口」

【指標設定の視点】
地域間の交流・連携を促進する環境の提供状況

【モニタリング結果】
全国的には、平成21年（2009年）は平成19年（2007年）と比較して進展していると見られる。
広域ブロック別では、平成21年（2009年）は平成19年（2007年）と比較して、北海道、首都圏、北陸圏、中部圏、

四国圏においては、進展していると見られるが、東北圏、近畿圏、中国圏、九州圏、沖縄県においては、進展して
いると見られない。

【指標の動向】

全国平均は、2009年は2007年と比較して減少した。特に、北陸圏、四国圏において減少が大きい。この背景として、北陸圏全国平均は、 年は 年と比較して減少した。特に、北陸圏、四国圏において減少が大きい。 の背景として、北陸圏
では富山市、高岡市等、四国圏では松山市、高知市、徳島市等人口の多い都市から広域ブロック中心都市への所要時間が短縮
されたことが挙げられる。
広域ブロック別に見ると、北海道は、2009年は2007年と比較して減少した。
東北圏は、2009年は2007年と比較して増加した。
首都圏は、2009年は2007年と比較して減少した。
北陸圏は、2009年は2007年と比較して減少した。
中部圏は、2009年は2007年と比較して減少した。
近畿圏は、2009年は2007年と比較して増加した。
中国圏は、2009年は2007年と比較して増加した。

2009年

中国圏は、 年は 年と比較して増加した。
四国圏は、2009年は2007年と比較して減少した。
九州圏は、2009年は2007年と比較して増加した。
沖縄県は、2009年は2007年と比較して増加した。

全国平均 ： 1 49

2007年

1.01.0

1 71 7

1.01.0

1.91.9

2.32.3

1.11.1
1.01.0

2.02.0

2.32.3

全国平均 ： 1.49

全国平均 ： 1.51

8

ブロック内地域間時間距離
(時間)

2.0以上

1.5以上 2.0未満

1.0以上 1.5未満

0.5以上 1.0未満

0.5未満

1.31.3

1.71.7

1.71.72.02.0

0.80.8
ブロック内地域間時間距離
(時間)

2.0以上

1.5以上 2.0未満

1.0以上 1.5未満

0.5以上 1.0未満

0.5未満

1.11.1

1.31.3

1.71.7

1.81.81.91.9

1.11.1

0.80.8



自主防災組織活動カバー率

100
％【代表指標】

自主防災組織活動カバー率

サブ戦略的目標（１） ：減災の観点も重視した災害対策の推進

戦略的目標３：災害に強いしなやかな国土の形成
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90
自主防災組織活動カバ 率

【指標の定義】
自主防災組織がカバーする世帯の割合
分母：当該広域ブロック内総世帯数
分子：自主防災組織がカバーする世帯数
単位：％

【データ出典】
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北海道 東北圏 首都圏 北陸圏

中部圏 近畿圏 中国圏 四国圏

九州圏 沖縄県 全国

【データ出典】
総務省消防庁「消防白書」

【指標設定の視点】
減災を重視したソフト防災システムの形成状況

【モニタリング結果】
全国的には、平成21年（2009年）は平成19年（2007年）と比較して進展していると見られる。
広域ブロック別では、平成21年（2009年）は平成19年（2007年）と比較して、北海道、東北圏、首都圏、北陸圏、

中部圏、近畿圏、中国圏、四国圏、九州圏においては、進展していると見られるが、沖縄県においては、進展して
いると見られない。

【指標の動向】

全国値は、1999年以降増加傾向にあり、2009年も2007年と比較して増加した。沖縄県における増加が小さいものの、それ以全国値は、 年以降増加傾向にあり、 年も 年と比較して増加した。沖縄県における増加が小さいものの、それ以
外の広域ブロックについては増加し続けており、特に四国圏における増加が大きい。
広域ブロック別に見ると、北海道は、1999年以降増加傾向にあり、2009年も2007年と比較して増加した。
東北圏は、1999年以降増加傾向にあり、2009年も2007年と比較して増加した。
首都圏は、1999年以降増加傾向にあり、2009年も2007年と比較して増加した。
北陸圏は、1999年以降増加傾向にあり、2009年も2007年と比較して増加した。
中部圏は、1999年以降増加傾向にあり、2009年も2007年と比較して増加した。
近畿圏は、1999年以降増加傾向にあり、2009年も2007年と比較して増加した。
中国圏は、2000年以降増加傾向にあり、2009年も2007年と比較して増加した。
四国圏は、1999年以降増加傾向にあり、2009年も2007年と比較して増加した。

2009年

四国圏は、 年以降増加傾向にあり、 年も 年と比較して増加した。
九州圏は、2000年以降増加傾向にあり、2009年も2007年と比較して増加した。
沖縄県は、2000年以降増加傾向にあったが、2009年は2007年と比較して減少した。

全国 ： 73

2007年
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全国 ： 73

全国 ： 70
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自主防災組織活動カバー率
(%)

80%以上

60%以上 80%未満

40%以上 60%未満

20%以上 40%未満

20%未満

6363

9595
8080

5656

58585151

7575
自主防災組織活動カバー率
(%)

80%以上

60%以上 80%未満

40%以上 60%未満

20%以上 40%未満

20%未満

9696
8383

6262

72725959



災害被害額

50,000
円/人

サブ戦略的目標（２） ：災害に強い国土構造への再構築

【代表指標】

災害被害額

戦略的目標３：災害に強いしなやかな国土の形成

10 000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000
災害被害額

【指標の定義】
広域ブロック内人口一人当たりの災害被害額の実績
（単位：円／人）
※災害：暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、津波、火山噴火、
その他異常な自然現象

【データ出典】
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北海道 東北圏 首都圏 北陸圏

中部圏 近畿圏 中国圏 四国圏

九州圏 沖縄県 全国

【デ タ出典】
災害被害額：総務省消防庁「消防白書」
人口：総務省「国勢調査」

総務省「推計人口」（国勢調査の中間年）

【指標設定の視点】
災害による被害の軽減状況

【モニタリング結果】
全国的には、災害の規模により大きく変動しうる指標であるが、平成20年（2008年）は対前年比で進展している

と見られる。
広域ブロック別では、災害の規模により大きく変動しうる指標であるが、平成20年（2008年）は対前年比で、北

海道、首都圏、北陸圏、近畿圏、中国圏、四国圏、九州圏、沖縄県においては、進展していると見られるが、東北
圏、中部圏においては、進展していると見られない。

【指標の動向】

全国値は 1999年以降減少傾向にあり 2008年も対前年比で減少した この背景として 2004年は新潟県中越地震や大型台全国値は、1999年以降減少傾向にあり、2008年も対前年比で減少した。この背景として、2004年は新潟県中越地震や大型台
風の上陸等により災害被害額が大きくなっているが、それ以外の年については減少傾向にあることが挙げられる。
広域ブロック別に見ると、北海道は、1999年以降減少傾向にあり、2008年も対前年比で減少した。
東北圏は、1999年以降減少傾向にあったが、2008年は対前年比で増加した。 2004年は新潟県中越地震等により、災害被害額

が大きくなっている。
首都圏は、1999年以降減少傾向にあり、2008年も対前年比で減少した。
北陸圏は、1999年以降減少傾向にあり、2008年も対前年比で減少した。
中部圏は、2001年以降減少傾向にあったが、2008年は対前年比で増加した。
近畿圏は、1999年以降減少傾向にあり、2008年も対前年比で減少した。
中国圏は 2000年以降減少傾向にあり 2008年も対前年比で減少した

2008年

中国圏は、2000年以降減少傾向にあり、2008年も対前年比で減少した。
四国圏は、1999年以降減少傾向にあり、2008年も対前年比で減少した。 2004年は大型台風の上陸等により、災害被害額が大

きくなっている。
九州圏は、2000年以降減少傾向にあり、2008年も対前年比で減少した。
沖縄県は、2000年以降減少傾向にあり、2008年も対前年比で減少した。

全国 ： 2 046

2007年 440440

149149

14,61014,610

6,1886,188

1,0511,051564564

11,99711,997
2,5362,536

全国 ： 2,046

全国 ： 3,083
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149149
自然災害被害額
（円/人）

8千円以上

6千円以上 8千円未満

4千円以上 6千円未満

2千円以上 4千円未満

2千円未満

1,5441,544
181181

400400

8238231,6871,687

632632
自然災害被害額
（円/人）

8千円以上

6千円以上 8千円未満

4千円以上 6千円未満

2千円以上 4千円未満

2千円未満

20,44220,442

1,3441,344
413413

1,4441,444

4,1754,1757,1137,113



環境効率性
kg-CO2

／百万円

【代表指標】

環境効率性

サブ戦略的目標（１） ：循環と共生を重視し適切に管理された国土の形成

戦略的目標４：美しい国土の管理と継承

1 000

1,500

2,000

2,500

3,000
／百万円環境効率性

【指標の定義】
わが国のＣＯ２排出量／実質国内総生産
単位：ｋｇ－ＣＯ２／百万円

【データ出典】
ＣＯ２排出量：独立行政法人国立環境研究所ホームページ
国内総生産：内閣府「国民経済計算」
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全国

国内総生産：内閣府「国民経済計算」

【指標設定の視点】
循環と共生を重視した社会の構築状況

【モニタリング結果】
全国的には、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られる。

【指標の動向】

全国値は、2000年以降減少傾向にあり、2008年も対前年比で減少した。この背景として、2002年以降は実質国内総生産が増
加傾向にあること、2008年は実質国内総生産は減少しているものの、ＣＯ２排出量がそれ以上の割合で減少していることが挙
げられる。

2008年

全国 ： 2 246

2007年

全国 ： 2,246

全国 ： 2,313
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環境効率性
(kg-CO2/百万円)

2,400以上

2,300以上 2,400未満

2,200以上 2,300未満

2,100以上 2,200未満

2,100未満

環境効率性
(kg-CO2/百万円)

2,400以上

2,300以上 2,400未満

2,200以上 2,300未満

2,100以上 2,200未満

2,100未満



公共用水域における環境基準達成率

100
％【代表指標】

公共用水域における環境基準達成率

サブ戦略的目標（２） ：流域圏における国土利用と水循環系の管理

戦略的目標４：美しい国土の管理と継承

80

85

90

95

公共用水域における環境基準達成率

【指標の定義】
全国の類型指定水域（河川、湖沼、海域）におけるＢＯＤ（河
川）またはＣＯＤ（湖沼、海域）の測定結果のうち、環境基準
を達成している水域の割合
分母：測定結果が公表されている全水域
分子：環境基準を達成している水域
単位：％
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北海道 東北圏 首都圏 北陸圏

中部圏 近畿圏 中国圏 四国圏

九州圏 沖縄県 全国

【データ出典】
環境省「公共用水域の水質測定」

【指標設定の視点】
流域圏における総合的な水循環系の形成状況

【モニタリング結果】
全国的には、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られる。
広域ブロック別では、平成20年（2008年）は対前年比で、東北圏、首都圏、中部圏、近畿圏、四国圏、沖縄県にお

いては、進展していると見られるが、北海道、北陸圏、中国圏、九州圏においては、進展していると見られない。

【指標の動向】

全国値は、2006年以降増加傾向にあり、2008年も対前年比で増加した。この背景として、海域における環境基準達成率は低下
しているものの、河川、湖沼における環境基準達成率が増加していることが挙げられる。
広域ブロック別に見ると、北海道は、2005年以降増加傾向にあったが、2008年は対前年比で減少した。2008年は、河川における

環境基準の達成率が低下している。
東北圏は、2005年以降増加傾向にあり、2008年も対前年比で増加した。
首都圏は、2006年以降増加傾向にあり、2008年も対前年比で増加した。
北陸圏は、2005年以降減少傾向にあり、2008年も対前年比で減少した。2008年は、海域における環境基準の達成率が低下してい

る。
中部圏は、2005年以降増加傾向にあり、2008年も対前年比で増加した。
近畿圏は、2006年以降増加傾向にあり、2008年も対前年比で増加した。
中国圏は、2006年以降減少傾向にあり、2008年も対前年比で減少した。2008年は、河川、湖沼、海域いずれにおいても環境基準

2008年

の達成率が低下している。
四国圏は、2006年以降増加傾向にあり、2008年も対前年比で増加した。
九州圏は、2005年以降減少傾向にあり、2008年も対前年比で減少した。2008年は、環境基準を達成している水域は増加している

ものの、対象水域数が増えたため達成率は低下している。
沖縄県は、2005年以降増加傾向にあり、2008年も対前年比で増加した。

全国 ： 86 9

2007年
90.190.1

84 884 8

90.290.2

90.290.2

93.893.890.590.5

89.889.889.689.6

全国 ： 86.9

全国 ： 85.1

12

84.884.8

93.393.3
81.481.4

77.677.6

85.185.186.986.9

公共用水域における
環境基準達成率
（%）

95% 以上

90% 以上 95% 未満

85% 以上 90% 未満

80% 以上 85% 未満

80% 未満

76.276.2

91.991.9

89.289.2
80.080.0

78.978.9

82.682.687.287.2

公共用水域における
環境基準達成率
（%）

95% 以上

90% 以上 95% 未満

85% 以上 90% 未満

80% 以上 85% 未満

80% 未満



沿岸域毎の水質基準達成率

100
％【代表指標】

沿岸域毎の水質基準達成率

サブ戦略的目標（３） ：海域の適正な利用と保全

戦略的目標４：美しい国土の管理と継承

50

60

70

80

90

沿岸域毎の水質基準達成率

【指標の定義】
都道府県別の海域別の環境基準（ＣＯＤ）達成水域の割合
単位：％

【データ出典】
環境省「公共用水域の水質測定」

【指標設定の視点】
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中部圏 近畿圏 中国圏 四国圏

九州圏 沖縄県 全国

【指標設定の視点】
海からの恩恵の将来世代への継承の状況

【モニタリング結果】
全国的には、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られない。
広域ブロック別では、平成20年（2008年）は対前年比で、首都圏、中部圏においては、進展していると見られる

が、北海道、東北圏、北陸圏、近畿圏、中国圏、四国圏、九州圏、沖縄県においては、進展していると見られない。

【指標の動向】

全国値は、2005年以降増加傾向にあったが、2008年は対前年比で減少した。2005年以降は、北陸圏、四国圏、近畿圏、中部
圏等における達成率の増加により全国値も増加していたが、2008年は北陸圏、四国圏、近畿圏等で減少しており、全国値も減
少に転じている。基準値に近い数値が観測されている観測点においては、数値の若干の変動により達成の可否が変わるため、
天候の影響等により基準値に満たない観測点が揃ってしまうことが、達成率低下の要因として挙げられる。
広域ブロック別に見ると、北海道は、2005年以降増加傾向にあったが、2008年は対前年比で横ばいであった。
東北圏は、2005年以降減少傾向にあり、2008年も対前年比で減少した。
首都圏は、2005年以降減少傾向にあったが、2008年は対前年比で増加した。
北陸圏は、2005年以降減少傾向にあり、2008年も対前年比で減少した。
中部圏は、2007年以降増加傾向にあり、2008年も対前年比で増加した。
近畿圏は、2006年以降増加傾向にあったが、2008年は対前年比で減少した。
中国圏は、2005年以降増加傾向にあったが、2008年は対前年比で減少した。

2008年

四国圏は、2005年以降増加傾向にあったが、2008年は対前年比で減少した。
九州圏は、2007年以降増加傾向にあったが、2008年は対前年比で減少した。
沖縄県は、2005年以降横ばい傾向にある。

全国 ： 73 7

2007年
78.578.5

68.068.0

78.278.2

82.182.1

52 152 1

91.791.778.578.5

78.478.491.791.7

全国 ： 73.7

全国 ： 75.6
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73.773.7
73.073.0

52.152.1

80.380.376.176.1

沿岸域毎の水質基準達成率
（%）

90% 以上

80% 以上 90% 未満

70% 以上 80% 未満

60% 以上 70% 未満

60% 未満

64.064.0

96.496.4

71.171.1
76.276.2

54.854.8

83.683.679.579.5

沿岸域毎の水質基準達成率
（%）

90% 以上

80% 以上 90% 未満

70% 以上 80% 未満

60% 以上 70% 未満

60% 未満



「国土の国民的経営」に向けた取組の参加率

50
％【代表指標】

「国土の国民的経営」に向けた取組の参加率

サブ戦略的目標（４） ：魅力あふれる国土の形成と国土の国民的経営

戦略的目標４：美しい国土の管理と継承

30

35

40

45

「国土の国民的経営」に向けた取組の参加率

【指標の定義】
一般国民を対象としたアンケート調査において、森林や農地等
の管理・保全活動、地域産自然資源の積極的な利活用、都市内
低未利用地の有効活用などを行っていると回答した一般国民の
割合
分母：一般国民を対象としたアンケート調査の回答者数
分子：いずれかに参加していると答えた回答者数
単位：％
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九州圏 沖縄県 全国

単位：％

【データ出典】
独自調査（一般国民を対象とした意識調査：問13）

【指標設定の視点】
美しい国土の管理と地域文化の保全・継承の状況

【モニタリング結果】
平成21年（2009年）度から開始した意識調査において、参加していると回答した割合を集計した指標であるため、

一時点のみの結果から判断することはできない。

【指標の動向】

全国値は、2009年は39.2％の参加率であった。
広域ブロック別に見ると、北海道は、2009年は35.1％の参加率であった。
東北圏は、2009年は46.7％の参加率であった。
首都圏は、2009年は35.3％の参加率であった。
北陸圏は、2009年は38.1％の参加率であった。
中部圏は、2009年は42.5％の参加率であった。
近畿圏は、2009年は36.7％の参加率であった。
中国圏は、2009年は44.0％の参加率であった。
四国圏は、2009年は41.1％の参加率であった。
九州圏は、2009年は44.0％の参加率であった。
沖縄県は、2009年は36.4％の参加率であった。

2009年

全国 ： 39 2

46.746.7

35.135.1

38.138.1
35.335.3

44.144.1

40.040.0

全国 ： 39.2
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「国土の国民的経営」に向けた
取組の参加率
(％)

50% 以上

45% 以上 50% 未満

40% 以上 45% 未満

35% 以上 40% 未満

35% 未満

42.542.5

44.144.1

44.044.0

36.736.7

36.436.4



「新たな公」による地域づくり活動進展度

80
％【代表指標】

「新たな公」による地域づくり活動進展度

サブ戦略的目標（１） ：「新たな公」を基軸とする地域づくりのシステム

戦略的目標５：「新たな公」を基軸とする地域づくり

40

50

60

70

80「新たな公」による地域づくり活動進展度

【指標の定義】
地方自治体を対象としたアンケート調査において、「地域コ
ミュニティ、ＮＰＯ、企業などの多様な民間主体の主体的な地
域づくりへの参加が進んでいる」と回答した地方自治体の割合
分母：地方自治体を対象としたアンケート調査の回答地方自治
体数
分子：進んでいる（「かなり進んでいる」＋「少し進んでい
る」）と回答した地方自治体数
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北海道 東北圏 首都圏 北陸圏

中部圏 近畿圏 中国圏 四国圏
九州圏 沖縄県 全国

る」）と回答した地方自治体数
単位：％

【データ出典】
独自調査（地方自治体を対象とした意識調査：問22(1)）

【指標設定の視点】
地域づくりにおける「新たな公」の活動状況

【モニタリング結果】
全国的には、平成21年（2009年）度から開始した意識調査において、進んでいると回答した割合を集計した指標

であるため、一時点のみの評価であるが、平成21年（2009年）は進んでいると回答した割合が半分を超えており、
進展していると認識されていると言える。
広域ブロック別では、平成21年（2009年）度から開始した意識調査において、進んでいると回答した割合を集計

した指標であるため、一時点のみの評価であるが、平成21年（2009年）は、北海道、東北圏、首都圏、北陸圏、中
部圏、近畿圏、中国圏、四国圏、九州圏においては、進んでいると回答した割合が半分を超えており、 進展して
いると認識されていると言えるが、沖縄県においては、進んでいると回答した割合が半分を超えておらず、進展しいると認識されていると言えるが、沖縄県においては、進んでいると回答した割合が半分を超えておらず、進展し
ていると認識されているとは言えない。
【指標の動向】

全国値は、2009年は61.5％の自治体が進んでいると回答した。
広域ブロック別に見ると、北海道は、2009年は52.7％の自治体が進んでいると回答した。
東北圏は、2009年は65.7％の自治体が進んでいると回答した。
首都圏は、2009年は61.1％の自治体が進んでいると回答した。
北陸圏は、2009年は66.7％の自治体が進んでいると回答した。
中部圏は、2009年は68.2％の自治体が進んでいると回答した。
近畿圏は 2009年は55 7％の自治体が進んでいると回答した

2009年

近畿圏は、2009年は55.7％の自治体が進んでいると回答した。
中国圏は、2009年は69.2％の自治体が進んでいると回答した。
四国圏は、2009年は55.2％の自治体が進んでいると回答した。
九州圏は、2009年は63.4％の自治体が進んでいると回答した。
沖縄県は、2009年は41.7％の自治体が進んでいると回答した。

52 752 7全国 ： 61 5 52.752.7

61.161.1

65.765.7

66.766.7

69 269 2

41.741.7

全国 ： 61.5
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「新たな公」による
地域づくり活動進展度
(%)

65%以上

60%以上 65%未満

55%以上 60%未満

50%以上 50%未満

50%未満

68.268.2
55.755.7

69.269.2

55.255.263.463.4



「新たな公」による地域づくり活動参加率

40
％【代表指標】

「新たな公」による地域づくり活動参加率

サブ戦略的目標（２） ：多様な民間主体の発意・活動を重視した自助努力による地域づくり

戦略的目標５：「新たな公」を基軸とする地域づくり
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【指標の定義】
一般国民を対象としたアンケート調査において、「『新たな
公』による活動に参加している」と回答した一般国民の割合
分母：一般国民を対象としたアンケート調査の回答者数
分子：問18でいずれかに参加していると答えた回答者数
単位：％

【データ出典】
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北海道 東北圏 首都圏 北陸圏

中部圏 近畿圏 中国圏 四国圏

九州圏 沖縄県 全国

【データ出典】
独自調査（一般国民を対象とした意識調査：問18）

【指標設定の視点】
人々の地域づくりへの参加状況

【モニタリング結果】
平成21年（2009年）度から開始した意識調査において、参加していると回答した割合を集計した指標であるため、

一時点のみの結果から判断することはできない。

【指標の動向】

全国値は、2009年は33.9％の参加率であった。
広域ブロック別に見ると、北海道は、2009年は29.1％の参加率であった。
東北圏は、2009年は35.2％の参加率であった。
首都圏は、2009年は32.6％の参加率であった。
北陸圏は、2009年は32.3％の参加率であった。
中部圏は、2009年は36.0％の参加率であった。
近畿圏は、2009年は34.5％の参加率であった。
中国圏は、2009年は34.0％の参加率であった。
四国圏は、2009年は30.6％の参加率であった。
九州圏は、2009年は36.8％の参加率であった。
沖縄県は、2009年は29.9％の参加率であった。
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(%)

40%以上

35%以上 40%未満

30%以上 35%未満

25%以上 30%未満

25%未満

36.036.0

34.534.534.034.0

30.630.636.836.8


